
 

 

 

令和４年度 概算要求（幼稚園等）の概要について 

 

  

 日頃より、本連合会の諸活動に対しご理解、ご協力いただき誠にありがとうございま

す。令和４年度概算要求の概要が明らかとなりましたので、ご報告いたします。今後、

年末にかけて、担当省庁（文部科学省、内閣府）と財務省との折衝が行われることにな

りますが、本連合会としても引き続き関係予算の確保に向け、取り組んでまいります。 

 

１．幼児教育スタートプランの実現  ２０９億円＋【事項要求】 

 

学びや生活の基盤を支える幼児期からの教育の充実を図り、施設類型や地域、家

庭の環境を問わず、全ての子供に対して格差なく質の高い学びを保障する「幼児教

育スタートプラン」の具体化を強力に推し進める。 

 

◆「幼保小の架け橋プログラム事業 ＜2.0 億円＞ 

幼保小の接続期の教育の質的向上に向け、全ての子供たちの多様性にも配慮した

上で学びや生活の基盤を育む「幼保小の架け橋プログラム」について、モデル地域

における検証等を通じた開発・改善を行い、実践への効果的な活用の在り方につい

て調査研究を行う。 

 

◆幼児教育施設の機能を生かした幼児の学び強化事業 ＜0.6 億円＞ 

 幼児教育の更なる質的向上を目指し、家庭等との連携強化や切れ目ない幼児教育

の実践、外国人幼児や障害のある幼児等への対応などの課題に対応した指導方法等

の充実のため、調査研究や研修プログラムの開発を実施する。 

 

◆幼児教育の理解・発展推進事業 ＜0.3 億円＞ 

幼稚園教育要領、幼保連携型認定こども園教育・保育要領、保育所保育指針に基

づく活動を着実に実施するため、中央及び都道府県において幼児教育に関する専門

的な研究協議等を行うとともに、その内容を踏まえた具体的な教育課程の編成や指

導の在り方等に関する指導資料等を作成する。 

 

◆幼児教育における人材確保・キャリアアップ支援事業 ＜1.7 億円＞ 

質の高い幼児教育・保育の実践の根幹となる人材の確保及びキャリアアップに必

要な取組を総合的かつ効果的に実施し、好事例の横展開を行う。 

 

◆幼児教育のデータの蓄積・活用に向けた調査研究 ＜0.8 億円＞ 

「幼児教育スタートプラン」の実効性を高めるため、幼児教育の好事例等を収集

して活用するとともに、小学校や家庭とも蓄積したデータを共有し、幼児の成長を

保障するためのデータの蓄積、幼児教育施設や小学校・家庭での活用状況等に関す

る検証を通じて、効果的なシステムの在り方に関する調査研究を行う。 



 

 

 
※【事項要求】とは、個別政策の予算要求額を明記せず、事項（項目）だけを記載して

要求すること。 

 

 

２．私立高等学校等経常費助成費補助金（幼稚園分）２５６億円 

 
私学助成については、園児一人当たり単価１．２％増を要求するとともに、特別

な支援が必要な幼児の受入れや預かり保育に対する支援の充実を要求しています。 

◆ECEC Network 事業の参加 ＜0.1 億円＞ 

OECD において計画されている「OECD 国際幼児教育・保育従事者調査」及び「デ

ジタル世界における幼児教育・保育の在り方に関する調査研究」に参加し、質の高

い幼児教育の提供に向けた施策展開のための重要な基礎情報を得る。 

※ECEC : Early Childhood Education and Care 

 

◆幼児教育推進体制を活用した地域の幼児教育の質向上強化事業 ＜4.2 億円＞ 

公私立幼稚園・保育所・認定こども園に対して一体的に域内全体の幼児教育の質

の向上を図るため、幼児教育アドバイザーの配置等により、地域の幼児教育に関す

る課題に的確に対応する幼児教育推進体制の活用支援を強化する。 

 

◆教育支援体制整備事業費交付金 ＜29 億円+【事項要求】＞ 

 新型コロナウイルス感染症の影響下においても子供たちを安心・安全に育む環境

を確保し、子供たちの学びや生活の基盤を支えるため、幼稚園の ICT 環境整備に係

る費用や感染症対策を実施するために必要となる保健衛生用品等の購入経費等を

支援する。 

 

◆私立幼稚園施設整備費補助金 ＜13 億円+【事項要求】＞ 

 緊急の課題となっている耐震化のための園舎、外壁や天井等の非構造部材の耐震

対策等に要する経費とともに、預かり保育への対応や感染症予防の観点からの衛生

環境の改善、防犯対策、バリアフリー化等に要する経費の一部を補助する。 

 

◆認定こども園施設整備費交付金 ＜157 億円+【事項要求】＞ 

認定こども園等の施設整備、感染症予防の観点からの衛生環境の改善、園舎の耐

震化、防犯対策に要する経費の一部を補助する。 

◆一般補助＜140 億円＞ 

○園児１人あたり単価：２４，７７２円（２９４円増／１．２％増） 

○幼稚園教員の人材確保の取組に対する支援を引き続き実施 

 

◆特別補助＜116 億円＞  

○幼稚園等特別支援教育経費＜75 億円＞ 

○預かり保育推進事業及び幼稚園の子育て支援活動の推進＜41 億円＞ 



 

 

３．子ども・子育て支援新制度関係 

  令和４年度の公定価格等の内容については、「令和４年度予算の概算要求の基本的

な方針について」（令和３年７月７日閣議了解）に基づき、予算編成過程で年末まで

に検討されます。 

 

加盟園のご支援・ご協力をいただきながら要望活動を行った結果、令和４年度概算要

求については、それぞれの園の教育活動に必要な経費が盛り込まれているものと考えて

おります。この内容が認められ、来年度の予算となるよう、本連合会としても取り組ん

でまいりますので、加盟園におかれましても、引き続きご支援・ご協力を下さいますよ

うお願いします。 

 

［今号は３枚］ 

 

 

 


